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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の経営指標等 

 （注）１．当社は連結財務諸表及び中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度及び中間連結会計期間

に係る主要な経営指標等の推移については記載しておりません。 

２．売上高について、消費税等は含まれておりません。 

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社に対する投資の重要性が乏しいため記載しておりま

せん。 

回次 第23期中 第24期中 第25期中 第23期 第24期 

会計期間 

自平成17年 
６月１日 

至平成17年 
11月30日 

自平成18年 
６月１日 

至平成18年 
11月30日 

自平成19年 
６月１日 

至平成19年 
11月30日 

自平成17年 
６月１日 

至平成18年 
５月31日 

自平成18年 
６月１日 

至平成19年 
５月31日 

売上高 (百万円) 18,720 26,187 27,625 46,910 53,092 

経常利益 (百万円) 1,136 1,954 1,071 3,492 3,936 

中間（当期）純利益 (百万円) 658 1,154 620 1,961 2,308 

持分法を適用した場合

の投資利益 
(百万円) － － － － － 

資本金 (百万円) 1,429 1,429 1,429 1,429 1,429 

発行済株式総数 （株） 240,400 240,400 240,400 240,400 240,400 

純資産額 (百万円) 11,118 12,972 14,131 12,176 13,886 

総資産額 (百万円) 28,974 27,215 45,303 25,719 35,201 

１株当たり純資産額 （円） 46,249.22 53,960.21 58,782.86 50,649.43 57,763.65 

１株当たり中間（当

期）純利益金額 
（円） 2,739.87 4,801.41 2,582.62 8,160.17 9,600.76 

潜在株式調整後１株当

たり中間（当期）純利

益金額 

（円） － － － － － 

１株当たり配当額 （円） 1,000 1,000 1,000 2,500 2,500 

自己資本比率 （％） 38.4 47.7 31.2 47.3 39.4 

営業活動によるキャッ

シュ・フロー 
(百万円) △9,006 2,016 △9,283 △2,730 △3,807 

投資活動によるキャッ

シュ・フロー 
(百万円) 7 △2 △546 △33 △1,603 

財務活動によるキャッ

シュ・フロー 
(百万円) 3,809 540 9,072 △1,983 5,238 

現金及び現金同等物の

中間期末（期末）残高 
(百万円) 1,782 4,778 1,293 2,223 2,050 

従業員数 （人） 212 256 306 235 284 



４．潜在株式調整後1株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

５．従業員数は就業人員であり、社外から当社への出向者及び派遣社員が含まれております。 



２【事業の内容】 

 当中間会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更はあ

りません。 

また、主要な関係会社における異動もありません。 

３【関係会社の状況】 

 当中間会計期間における関係会社の状況について、重要な異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

 （注）従業員数は就業人員数であり、社外から当社への出向者等が含まれております。 

(2) 労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  平成19年11月30日現在

従業員数（人） 306 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1) 業績 

 当中間会計期間におけるわが国経済は、原油価格の高騰や米国のサブプライムローン問題の発生等先行不透明感が

あったものの企業業績は好調を維持しました。一方、個人消費においては、底堅く推移したものの住民税増税等を背

景に実感なき景気回復感が否めない状況でした。 

 当不動産及び住宅産業界におきましては、平成19年6月に施行された改正建築基準法の影響等による新設住宅着工

戸数の減少、都心部を中心とした地価の上昇、及び郊外での仕入・販売における業者間競争の激化等厳しい環境下に

ありました。 

 このような状況下、当社では「より良いものを、より安く、より早く」の信念のもと、原価管理の強化と品質の向

上に努め、良質な戸建分譲住宅を提供してまいりました。 

 また、営業面におきましては、平成19年6月に岩槻営業所（埼玉県さいたま市）、越谷営業所（埼玉県越谷市）

を、平成19年7月に昭島営業所（東京都昭島市）を、平成19年8月に下井草営業所（東京都杉並区）、鎌ヶ谷営業所

（千葉県鎌ヶ谷市）、はるひ野営業所（神奈川県川崎市）を開設、営業基盤の拡充を図りました。 

 これらの結果、当中間会計期間の売上高は、276億25百万円（前年同期比5.5%増）、営業利益は11億93百万円（同

39.7%減）、経常利益は10億71百万円（同45.2%減）、中間純利益は6億20百万円（同46.2%減）となりました。 

 なお、事業部門別の状況については、当中間会計期間も本業である戸建住宅を中心とした不動産分譲事業に経営資

源を集中した結果、不動産分譲事業の売上高は274億3百万円（前中間会計期間比5.5％増）で売上高構成99.2％、そ

の他事業の売上高は2億21百万円（同0.3％増）で売上高構成比0.8％となっております。  

(2) キャッシュ・フロー 

   当中間会計期間における「現金及び現金同等物」（以下、「資金」という。）は、主に営業活動によるキャッシ

ュ・フローの使用によって、前中間会計期間末に比べ34億84百万円減少し12億93百万円となりました。 

   当中間会計期間におけるキャッシュ・フローの状況とそれらの要因等については次のとおりであります。 

  （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

   当中間会計期間における営業活動の結果、使用した資金は92億83百万円（前年同期は、20億16百万円の獲得）とな

りました。 

   これは主に、事業規模拡大を目的とした積極的な商品土地の仕入に伴うたな卸資産の増加等によるものでありま

す。 

  （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

   当中間会計期間における投資活動の結果、使用した資金は5億46百万円（前年同期は、2百万円の使用）となりまし

た。 

   これは主に、有形固定資産の取得等による支出があったことによるものであります。 

  （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

   当中間会計期間における財務活動の結果、獲得した資金は90億72百万円（前年同期は、5億40百万円の獲得）とな

りました。 

   これは主に、たな卸資産の増加及び有形固定資産の取得等に対応した短期借入金及び長期借入金の残高が増加した

ことによるものであります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間会計期間の生産実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は販売価格によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）受注実績 

 当社は見込生産を行なっているため、該当事項はありません。 

(3）販売実績 

 当中間会計期間の販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

不動産分譲事業（戸建住宅）の地域別販売実績は、次のとおりであります。 

 （注）１．件数欄については、戸建住宅及び宅地分譲の棟数を表示しております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

事業部門別 品目 

当中間会計期間 
（自 平成19年６月１日 
至 平成19年11月30日） 

件数（棟） 金額（百万円） 前年同期比（％） 

不動産分譲 
戸建住宅 1,182 37,262 61.2

マンション － － －

合計 1,182 37,262 61.2

事業部門別 品目 

当中間会計期間 
（自 平成19年６月１日 
至 平成19年11月30日） 

件数 金額（百万円） 前年同期比（％） 

不動産分譲 

戸建住宅 884 26,262 2.9

宅地分譲 30 1,140 157.7

マンション － － －

小計 914 27,403 5.5

その他 

請負工事 14 138 △10.5

賃貸 － 7 11.7

その他 － 75 27.1

 小計 14 221 0.3

合計 928 27,625 5.5

地域 件数 金額（百万円） 前年同期比（％） 

東京都 204 7,944 25.6

埼玉県 309 8,515 56.2

神奈川県 101 3,044 △26.1

千葉県 240 6,289 △29.1

茨城県 3 54 △80.0

愛知県  40 1,133 23.1

宮城県  13 331 －

岐阜県 2 40 －

三重県 2 48 －

合計 914 27,403 5.5



３．前年同期における宮城県、岐阜県、三重県での販売実績は、ありません。 



３【対処すべき課題】 

 当中間会計期間において、当社が対処すべき課題についての重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当社では、業績の更なる拡大を図るための安定的かつ機動的な土地仕入資金等の確保を目的として、取引金融機関

6行と総額196億円の当座貸越契約を締結しております。 

 また、これらの契約の中には、借入人の財政状態を一定の水準以上に維持すること等の制限条項が含まれておりま

す。 

５【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

（1）当中間会計期間において、新たに確定した設備の新設の計画は、次のとおりであります。 

（注） 上記の金額に消費税等は含まれておりません。 

（2）重要な設備の除却等 

経常的な設備の更新のための除却等を除き、重要な設備の除却等の計画はありません。 

事業所名 所在地 設備の内容 

投資予定金額 
資金調達方
法 

着手及び完了予定 

総額 
（百万円）

既支払額 
（百万円）

着手 完了 

新本社 
東京都西東京

市 
土地・建物 2,803 1,788 

 借入金及

び自己資金
 平成19年2月  平成20年7月



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

(3）【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 432,000 

計 432,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成19年11月30日） 

提出日現在発行数（株）
（平成20年２月８日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式 240,400 240,400 
東京証券取引所 

市場第一部 
－ 

計 240,400 240,400 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額（百万
円） 

資本準備金残
高（百万円） 

 平成19年6月1日～ 

 平成19年11月30日 
－ 240,400 － 1,429 － 1,493 



(5）【大株主の状況】 

（注）  上記日本マスタートラスト信託銀行株式会社の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、4,306株であり

ます。 

なお、それらの内訳については、投資信託設定株数818株、年金信託設定株数2,859株、その他信託株数629

株となっております。 

(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

（注）完全議決権株式（その他）の株式数の欄には、証券保管振替機構名義の株式が28株含まれております。 

   なお、議決権の数の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数28個が含まれておりません。 

  平成19年11月30日現在

氏名又は名称 住所 所有株式数（株） 
発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

山本 重穂 東京都武蔵野市 75,000 31.19 

飯田 和美 東京都杉並区 30,800 12.81 

有限会社一商事 東京都西東京市富士町4－33－15 16,800 6.98 

有限会社フォレスト 東京都武蔵野市西久保1－3－7 12,000 4.99 

森 和彦 東京都武蔵野市 10,000 4.16 

ユービーエスエージーロンドンア

カウントアイピービーセグリゲイ

テッドクライアントアカウント 

(常任代理人 シティバンク銀行) 

AESCHENVORSTADT 48 CH-4002 BASEL 

SWITZERLAND 

（東京都品川区東品川2-3-14） 

9,935 4.13 

ビーエヌピーパリバアービトラー

ジエスエヌシー 

(常任代理人 ビー・エヌ・ピー・

パリバ・セキュリティーズ（ジャ

パン）リミッテッド（ビー・エ

ヌ・ピー・パリバ証券会社）） 

8 RUE DE SOFIA,75018 PARIS,FRANCE 

（東京都千代田区大手町1-7-2） 
5,000 2.08 

日本マスタートラスト信託銀行株

式会社（信託口） 
東京都港区浜松町2－11－3 4,819 2.00 

田中 敏子 東京都杉並区 4,200 1.74 

タクトホーム従業員持株会 東京都西東京市東伏見3－8－13 3,323 1.38 

計 － 171,877 71.49 

  平成19年11月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式  240,400 240,372 － 

端株 － － － 

発行済株式総数 240,400 － － 

総株主の議決権 － 240,372 － 



②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

（注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日から当半期報告書の提出日までにおける役員の異動は、ありません。 

  平成19年11月30日現在

所有者の氏名又は
名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

－ － － － － － 

計 － － － － － 

月別 平成19年6月 7月 8月 9月 10月 11月 

最高（円） 87,400 85,500 80,300 67,600 68,300 65,300 

最低（円） 82,700 74,500 62,500 56,700 58,700 54,600 



第５【経理の状況】 

１．中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間財務諸表は「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

なお、前中間会計期間（平成18年6月1日から平成18年11月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成19年6月1日から平成19年11月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

(2) 当社の中間財務諸表に掲記される科目その他の事項の金額は、従来、千円単位で記載しておりましたが、当中

間会計期間から百万円単位で記載することに変更しました。 

 なお、比較を容易にするため、前中間会計期間及び前事業年度についても百万円単位に組替え表示しておりま

す。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の2の規定に基づき、前中間会計期間（平成18年6月１日から平成18年11月30日まで）

の中間財務諸表について、並びに、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、当中間会計期間（平成19年6月

１日から平成19年11月30日まで）の中間財務諸表について、新日本監査法人による中間監査を受けております。 

３．中間連結財務諸表について 

 当社には子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。 



【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

   
前中間会計期間末 

（平成18年11月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年11月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成19年５月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）                    

Ⅰ 流動資産                    

１.現金及び預金   4,789     1,293     2,050    

２.たな卸資産 ※２ 20,269     39,615     29,183    

３.その他 ※３ 477     572     617    

流動資産合計     25,536 93.8   41,481 91.6   31,851 90.5 

Ⅱ 固定資産                    

１．有形固定資産 ※１ 1,155     3,277     2,798    

２．無形固定資産   7     18     10    

３．投資その他の資産   515     525     540    

固定資産合計     1,678 6.2   3,821 8.4   3,349 9.5 

資産合計     27,215 100.0   45,303 100.0   35,201 100.0 

                     

（負債の部）                    

Ⅰ 流動負債                    

１．支払手形   2,569     4,091     3,526    

２．営業未払金   2,510     4,055     3,632    

３．短期借入金 
※
2.4 

4,651     17,591     8,699    

４. １年内償還予定社
債  

  500     －     250    

５．1年内返済予定長期
借入金 

  －     464     240    

６．未払法人税等   904     445     971    

７．その他 ※３ 869     812     832    

流動負債合計     12,005 44.1   27,462 60.6   18,152 51.6 

Ⅱ 固定負債                    

１．社債   2,000     2,000     2,000    

２．長期借入金   －     1,466     900    

３．退職給付引当金   56     70     67    

４．役員退職慰労引当
金   173     163     185    

５．その他   8     9     9    

固定負債合計     2,237 8.2   3,709 8.2   3,162 9.0 

負債合計     14,243 52.3   31,171 68.8   21,314 60.6 

                     
 



   
前中間会計期間末 

（平成18年11月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年11月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成19年５月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（純資産の部）                    

Ⅰ 株主資本                    

１．資本金     1,429 5.2   1,429 3.2   1,429 4.1

２．資本剰余金                    

  資本準備金   1,493     1,493     1,493    

  資本剰余金合計     1,493 5.5   1,493 3.3   1,493 4.2

３．利益剰余金                    

（１）利益準備金   41     41     41    

（２）その他利益剰余
金                    

特別償却準備金   0     －     －    

繰越利益剰余金   9,992     11,166     10,906    

 利益剰余金合計     10,033 36.9   11,207 24.7   10,947 31.1

株主資本合計     12,955 47.6   14,129 31.2   13,869 39.4 

Ⅱ 評価・換算差額等                    

  その他有価証券評
価差額金     16 0.1 1 0.0   17 0.0

評価・換算差額等合
計     16 0.1   1 0.0   17 0.0 

純資産合計     12,972 47.7   14,131 31.2   13,886 39.4 

負債純資産合計     27,215 100.0   45,303 100.0   35,201 100.0 

                     



②【中間損益計算書】 

   
前中間会計期間 

（自 平成18年６月１日 
至 平成18年11月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年６月１日 
至 平成19年11月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     26,187 100.0   27,625 100.0   53,092 100.0 

Ⅱ 売上原価 ※３   22,164 84.6   24,122 87.3   45,210 85.2 

売上総利益     4,022 15.4   3,502 12.7   7,881 14.8 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

※３   2,042 7.8   2,309 8.4   3,915 7.3 

営業利益     1,980 7.6   1,193 4.3   3,966 7.5 

Ⅳ 営業外収益 ※１   5 0.0   15 0.1   71 0.1 

Ⅴ 営業外費用 ※２   32 0.1   137 0.5   101 0.2 

経常利益     1,954 7.5   1,071 3.9   3,936 7.4 

Ⅵ 特別利益     0 0.0   － －   0 0.0 

Ⅶ 特別損失     0 0.0   － －   0 0.0 

税引前中間（当
期）純利益     1,954 7.5   1,071 3.9   3,936 7.4 

法人税、住民税及
び事業税   876     424     1,707    

法人税等調整額   △76 799 3.1 25 450 1.6 △79 1,628 3.1 

中間（当期）純利
益     1,154 4.4   620 2.3   2,308 4.3 

                     



③【中間株主資本等変動計算書】 

          前中間会計期間（自 平成18年6月1日 至 平成18年11月30日） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本合計 
資本 

準備金 

資本 

剰余金 

合計 

利益 

準備金 

その他利益剰余金 

利益剰余金合計 
特別償却 

準備金 

繰越利益 

剰余金 

平成18年5月31

日残高 

（百万円） 

1,429 1,493 1,493 41 0 9,198 9,240 12,162 

中間会計期間

中の変動額 
               

剰余金の配

当 
          △360 △360 △360 

中間純利益           1,154 1,154 1,154 

株主資本以

外の項目の

中間会計期

間中の変動

額（純額） 

               

中間会計期間

中の変動額合

計 

（百万円） 

－ － － － － 793 793 793 

平成18年11月

30日残高 

（百万円） 

1,429 1,493 1,493 41 0 9,992 10,033 12,955 

 

評価・換算差額等 
純資産 

合計 その他有価証券

評価差額金 

評価・換算 

差額等合計 

平成18年5月31

日残高 

（百万円） 

13 13 12,176 

中間会計期間

中の変動額 
     

剰余金の配

当 
    △360 

中間純利益     1,154 

株主資本以

外の項目の

中間会計期

間中の変動

額（純額） 

2 2 2 

中間会計期間

中の変動額合

計 

（百万円） 

2 2 795 

平成18年11月

30日残高 

（百万円） 

16 16 12,972 



          当中間会計期間（自 平成19年6月1日 至 平成19年11月30日） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本合計 
資本 

準備金 

資本 

剰余金 

合計 

利益 

準備金 

繰越利益 

剰余金 
利益剰余金合計

平成19年5月31

日残高 

（百万円） 

1,429 1,493 1,493 41 10,906 10,947 13,869 

中間会計期間

中の変動額 
             

剰余金の配

当 
        △360 △360 △360 

中間純利益         620 620 620 

株主資本以

外の項目の

中間会計期

間中の変動

額（純額） 

             

中間会計期間

中の変動額合

計 

（百万円） 

－ － － － 260 260 260 

平成19年11月

30日残高 

（百万円） 

1,429 1,493 1,493 41 11,166 11,207 14,129 

 

評価・換算差額等 
純資産 

合計 その他有価証券

評価差額金 

評価・換算 

差額等合計 

平成19年5月31

日残高 

（百万円） 

17 17 13,886 

中間会計期間

中の変動額 
     

剰余金の配

当 
    △360 

中間純利益     620 

株主資本以

外の項目の

中間会計期

間中の変動

額（純額） 

△15 △15 △15 

中間会計期間

中の変動額合

計 

（百万円） 

△15 △15 245 

平成19年11月

30日残高 

（百万円） 

1 1 14,131 



          前事業年度の株主資本等変動計算書（自 平成18年6月1日 至 平成19年5月31日） 

  

株主資本  

資本金  

資本剰余金  利益剰余金  

株主資本合計 

資本準備金 資本剰余金合計 利益準備金 

その他利益剰余金  
利益剰余金合

計  特別償却準備金繰越利益剰余金

平成18年5月31日

残高（百万円） 
1,429 1,493 1,493 41 0 9,198 9,240 12,162 

事業年度中の変

動額 
               

特別償却準備

金の取崩し 
        △0 0 － － 

剰余金の配当           △360 △360 △360 

当期純利益           2,308 2,308 2,308 

剰余金の配当

（中間配当額) 
          △240 △240 △240 

株主資本以外

の項目の事業

年度中の変動

額（純額） 

               

事業年度中の変

動額合計 

（百万円） 

－ － － － △0 1,707 1,707 1,707 

平成19年5月31日

残高（百万円） 
1,429 1,493 1,493 41 － 10,906 10,947 13,869 

  

評価・換算差額等  

純資産合計 その他有価証券

評価差額金  

評価・換算差額

等合計 

平成18年5月31日残

高（百万円） 
13 13 12,176 

事業年度中の変動

額 
     

特別償却準備金

の取崩し 
    － 

剰余金の配当     △360 

当期純利益     2,308 

剰余金の配当 

（中間配当額) 
    △240 

株主資本以外の

項目の事業年度

中の変動額（純

額）  

3 3 3 

事業年度中の変動

額合計（百万円） 
3 3 1,710 

平成19年5月31日残

高（百万円） 
17 17 13,886 



④【中間キャッシュ・フロー計算書】 

   
前中間会計期間 

 （自 平成18年６月１日 
至 平成18年11月30日） 

当中間会計期間 
 （自 平成19年６月１日 

至 平成19年11月30日） 

前事業年度の要約キャッシ
ュ・フロー計算書 
 （自 平成18年６月１日 

至 平成19年５月31日） 

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フ
ロー        

税引前中間（当期）純利益   1,954 1,071 3,936 

減価償却費   19 21 38 

賞与引当金の増加額(△減少
額)   △86 △125 38 

退職給付引当金の増加額   4 3 15 

役員退職慰労引当金の増加
額(△減少額)   15 △22 27 

受取利息及び受取配当金   △2 △2 △7 

支払利息及び社債利息   32 137 101 

有形固定資産除却損    0 － 0 

有形固定資産売却益   △0 － △0 

たな卸資産の減少額（△増
加額）   1,018 △10,431 △7,896 

その他の資産の減少額（△
増加額）   103 34 △70 

仕入債務の増加額（△減少
額）   △284 988 1,794 

その他の負債の増加額   371 116 174 

小計   3,143 △8,211 △1,845 

利息及び配当金の受取額   2 2 7 

利息の支払額   △34 △144 △108 

法人税等の支払額   △1,095 △931 △1,860 

営業活動によるキャッシュ・
フロー   2,016 △9,283 △3,807 

 



   
前中間会計期間 

 （自 平成18年６月１日 
至 平成18年11月30日） 

当中間会計期間 
 （自 平成19年６月１日 

至 平成19年11月30日） 

前事業年度の要約キャッシ
ュ・フロー計算書 
 （自 平成18年６月１日 

至 平成19年５月31日） 

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フ
ロー        

定期積金の預入による支出   △3 △6 △7 

定期積金の払戻による収入   － － 12 

投資有価証券等の取得によ
る支出   △18 － △18 

出資金の取得による支出    △0 △0 △0 

有形固定資産の取得による
支出   △29 △530 △1,638 

有形固定資産の売却による
収入   48 － 48 

無形固定資産の取得による
支出   － △9 － 

投資活動によるキャッシュ・
フロー   △2 △546 △1,603 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フ
ロー        

短期借入金の純増加額   1,151 8,892 5,199 

長期借入金による収入   － 933 1,200 

長期借入金の返済による支
出   － △141 △60 

社債の償還による支出    △250 △250 △500 

配当金の支払額   △360 △360 △601 

財務活動によるキャッシュ・
フロー   540 9,072 5,238 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加額
（△減少額）   2,554 △757 △172 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高   2,223 2,050 2,223 

Ⅵ 現金及び現金同等物の中間期末
（期末）残高 

※ 4,778 1,293 2,050 

         



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年６月１日 
至 平成18年11月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年６月１日 
至 平成19年11月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格

等に基づく時価法（評

価差額は全部純資産直

入法により処理し、売

却原価は移動平均法に

より算定） 

(1）有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左      

(1）有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差

額は全部純資産直入法

により処理し、売却原

価は移動平均法により

算定） 

  時価のないもの 

移動平均法による原価

法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

  (2）たな卸資産 

販売用不動産、仕掛販売用

不動産及び未成工事支出金 

個別法による原価法 

(2）たな卸資産 

同左 

(2）たな卸資産 

同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

定率法 

 ただし、平成10年４月１日

以降に取得した建物（建物附

属設備は除く）については、

定額法 

 なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。 

(1）有形固定資産 

同左 

  

  

(1)有形固定資産 

同左  

  

  

  建物 11～50年

工具器具備品 3～20年

   

  (2）無形固定資産 

定額法 

 なお、自社利用のソフトウ

ェアについては、社内におけ

る利用可能期間（５年）に基

づいております。 

(2) 無形固定資産 

同左 

  

(2）無形固定資産 

同左  

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年６月１日 
至 平成18年11月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年６月１日 
至 平成19年11月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日） 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については、個

別に回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上しておりま

す。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2) 役員賞与引当金 

    役員に対する賞与支払に備え 

    て、役員賞与支給見込額の当中 

   間会計期間負担額を計上してお 

    ります。 

(2) 役員賞与引当金 

同左 

(2) 役員賞与引当金 

     役員に対する賞与支払に備え 

    て、役員賞与支給見込額の当期 

   負担額を計上しております。 

  

  (3) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、退職給付会計に関する実務

指針（中間報告）（日本公認会

計士協会 会計制度委員会報告

第13号）に定める簡便法によ

り、自己都合退職による中間会

計期間末要支給額から中小企業

退職金共済事業団からの給付金

相当額を控除した金額を計上し

ております。 

(3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、退職給付会計に関する実務

指針（中間報告）（日本公認会

計士協会 会計制度委員会報告

第13号）に定める簡便法によ

り、自己都合退職による中間会

計期間末要支給額を計上してお

ります。 

(3) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、退職給付会計に関する実務

指針（中間報告）（日本公認会

計士協会 会計制度委員会報告

第13号）に定める簡便法によ

り、自己都合退職による期末要

支給額を計上しております。 

  (4) 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備

えるため、役員退職慰労金規程

に基づく中間会計期間末要支給

額を計上しております。 

(4) 役員退職慰労引当金 

同左 

(4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備

えるため、役員退職慰労金規程

に基づく期末要支給額を計上し

ております。 

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

５．中間キャッシュ・フロー

計算書（キャッシュ・フロ

ー計算書）における資金の

範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。 

同左 同左 

６．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基本

となる重要な事項 

(1) 消費税等の会計処理 

①税抜方式によっております。 

②控除対象外消費税等は、固定

資産に係るものは投資その他の

資産の「その他」に計上し５年

間で均等償還を行っており、そ

れ以外は発生年度の期間費用と

しております。 

(1) 消費税等の会計処理 

同左 

(1) 消費税等の会計処理 

同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

 前中間会計期間（自 平成18年6月1日 至 平成18年11月30日）、当中間会計期間（自 平成19年6月1日 至 平

成19年11月30日）、及び前事業年度（自 平成18年6月1日 至 平成19年5月31日） 

 該当事項はありません。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間末 
（平成18年11月30日） 

当中間会計期間末 
（平成19年11月30日） 

前事業年度末 
（平成19年５月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

              196百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

                    234 百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

                     215百万円 

※２       － 

            

※２ 担保に供している資産及びこれに対応

する債務は次のとおりであります。    

（1）担保権の設定が留保されている資産    

（2）上記に対応する債務 

仕掛販売用不動産     2,228百万円

計    2,228百万円

短期借入金     2,278百万円

計    2,278百万円

※２ 担保に供している資産及びこれに対応

する債務は次のとおりであります。    

（1）担保権の設定が留保されている資産    

（2）上記に対応する債務 

仕掛販売用不動産     352百万円

計    352百万円

短期借入金     320百万円

計    320百万円

※３ 消費税等の取扱 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は、相

殺のうえ、金額的重要性が乏しいため、

流動負債の「その他」に含めて表示して

おります。 

※３ 消費税等の取扱 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は、相

殺のうえ、金額的重要性が乏しいため、

流動資産の「その他」に含めて表示して

おります。 

※３        － 

※４ 当社では、土地仕入資金等の効率的な

調達を目的として、取引銀行5行と当座

貸越契約を締結しております。この契約

に基づく当中間会計期間末の借入未実行

残高は次のとおりであります。  

  

当座貸越極度額 12,500百万円

借入実行残高    3,680百万円

差引額 8,820百万円

※４ 当社では、土地仕入資金等の効率的な

調達を目的として、取引銀行6行と当座

貸越契約を締結しております。この契約

に基づく当中間会計期間末の借入未実行

残高は次のとおりであります。  

  

当座貸越極度額     19,600百万円

借入実行残高     11,972百万円

差引額      7,628百万円

※４ 当社では、土地仕入資金の効率的な調

達を目的として、取引銀行6行と当座貸越契約

を締結しております。これら契約に基づく当

事業年度末の借入未実行残高は次のとおりで

あります。 

  

当座貸越極度額     17,000百万円

借入実行残高     6,485百万円

差引額    10,515百万円

前中間会計期間 
（自 平成18年６月１日 
至 平成18年11月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年６月１日 
至 平成19年11月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日） 

※１ 営業外収益のうち主要なもの ※１ 営業外収益のうち主要なもの ※１ 営業外収益のうち主要なもの 

受取利息      0百万円

受取配当金    2百万円

受取利息      0百万円

受取配当金      2百万円

受取利息    0百万円

受取配当金      7百万円

安全協力会収受金  59百万円

※２ 営業外費用のうち主要なもの ※２ 営業外費用のうち主要なもの ※２ 営業外費用のうち主要なもの 

支払利息   24百万円 支払利息    126百万円 支払利息     84百万円

※３ 減価償却実施額 ※３ 減価償却実施額 ※３ 減価償却実施額 

有形固定資産   18百万円

無形固定資産     0百万円

有形固定資産     19百万円

無形固定資産      1百万円

有形固定資産    36百万円

無形固定資産      1百万円



（中間株主資本等変動計算書関係） 

前中間会計期間 （自 平成18年6月1日 至 平成18年11月30日） 

1. 発行済株式の種類及び総数に関する事項 

  

2. 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

  

(2) 基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間後となるもの 

当中間会計期間 （自 平成19年6月1日 至 平成19年11月30日） 

1. 発行済株式の種類及び総数に関する事項 

  

2. 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

  

(2) 基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間後となるもの 

  
前事業年度末株式数 

（株） 

当中間会計期間増加株

式数 

（株） 

当中間会計期間減少株

式数 

（株） 

当中間会計期間末株式

数 

（株） 

 発行済株式        

   普通株式 240,400 － － 240,400

 合計 240,400 － － 240,400

 決議 株式の種類 
配当金の総額 

（百万円） 

1株当たり配当額 

（円） 
基準日 効力発生日 

平成18年8月28日 

定時株主総会  
 普通株式 360 1,500 平成18年5月31日 平成18年8月29日 

 決議 株式の種類 
配当金の総額 

（百万円） 
配当の原資 

1株当たり配当額

（円） 
基準日 効力発生日 

平成19年1月12日 

取締役会 
普通株式 240 利益剰余金 1,000 平成18年11月30日 平成19年2月13日

  
前事業年度末株式数 

（株） 

当中間会計期間増加株

式数 

（株） 

当中間会計期間減少株

式数 

（株） 

当中間会計期間末株式

数 

（株） 

 発行済株式        

   普通株式 240,400 － － 240,400

 合計 240,400 － － 240,400

 決議 株式の種類 
配当金の総額 

（百万円） 

1株当たり配当額 

（円） 
基準日 効力発生日 

平成19年8月27日 

定時株主総会  
 普通株式 360 1,500 平成19年5月31日 平成19年8月28日 

 決議 株式の種類 
配当金の総額 

（百万円） 
配当の原資 

1株当たり配当額

（円） 
基準日 効力発生日 

平成20年1月15日 

取締役会 
普通株式 240 利益剰余金 1,000 平成19年11月30日 平成20年2月12日



前事業年度 （自 平成18年6月1日 至 平成19年5月31日） 

1. 発行済株式の種類及び総数に関する事項 

2. 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

(2) 基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

  
前事業年度末株式数 

（株） 

当事業年度増加株式数

（株） 

当事業年度減少株式数

（株） 

当事業年度末株式数 

（株） 

 発行済株式        

   普通株式 240,400 － － 240,400

 合計 240,400 － － 240,400

 決議 株式の種類 
配当金の総額 

（百万円） 

1株当たり配当額 

（円） 
基準日 効力発生日 

平成18年8月28日 

定時株主総会  
 普通株式 360 1,500 平成18年5月31日 平成18年8月29日 

平成19年1月12日 

取締役会  
 普通株式 240 1,000 平成18年11月30日 平成19年2月13日 

 決議 株式の種類 
配当金の総額 

（百万円） 
配当の原資 

1株当たり配当額

（円） 
基準日 効力発生日 

平成19年8月27日 

定時株主総会 
普通株式 360 利益剰余金 1,500 平成19年5月31日 平成19年8月28日



（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成18年６月１日 
至 平成18年11月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年６月１日 
至 平成19年11月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日） 

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間貸借対照表に記載されている科目の金額

との関係 

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間貸借対照表に記載されている科目の金額

との関係 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対

照表に記載されている科目の金額との関係 

（平成18年11月30日現在） （平成19年11月30日現在） （平成19年５月31日現在） 

現金及び預金勘定  4,789百万円

預入期間が３ヶ月を超える定

期積金 
 △11百万円

現金及び現金同等物  4,778百万円

現金及び預金勘定   1,293 百万円

預入期間が３ヶ月を超える定

期積金 
     －百万円

現金及び現金同等物    1,293百万円

現金及び預金勘定    2,050百万円

預入期間が３ヶ月を超える定

期積金 
     －百万円

現金及び現金同等物    2,050百万円



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
 （自 平成18年６月１日 

至 平成18年11月30日） 

当中間会計期間 
 （自 平成19年６月１日 

至 平成19年11月30日） 

前事業年度 
 （自 平成18年６月１日 

至 平成19年５月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に

移  転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引 

事業内容に照らして重要性が乏し

く、また、リース契約１件当たり

の金額が少額なため、記載を省略

しております。 

  

２．オペレーティング・リース取引 

   （借主側） 

    未経過リース料 

１年内  12百万円

１年超  15百万円

 合計  27百万円

１．リース物件の所有権が借主に移 

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

  

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

 (注) 取得価額相当額は、未経過リー

ス料中間期末残高が有形固定資

産の中間期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み法

により算定しております。  

② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

（注）未経過リース料中間期末残高相

当額は、未経過リース料中間期

末残高が有形固定資産の中間期

末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定

しております。 

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定率法によっ

ております。 

２．オペレーティング・リース取引 

   （借主側） 

    未経過リース料 

  

取得価額

相当額

（百万

円）  

減価償却

累計額相

当額(百

万円） 

 中間期末

残高相当

額（百万

円) 

工具器 

具備品 
10 2 7

 合計 10 2 7

１年内        3百万円

１年超        5百万円

合計        8百万円

支払リース料        1百万円

減価償却費相当額        2百万円

１年内        8百万円

１年超        9百万円

 合計       18百万円

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

  

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額 

 (注) 取得価額相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の

期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算

定しております。  

② 未経過リース料期末残高相当額 

  

（注）未経過リース料期末残高相当額

は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子

込み法により算定しておりま

す。 

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定率法によっ

ております。 

２．オペレーティング・リース取引 

   （借主側） 

    未経過リース料 

  

取得価額

相当額

（百万

円）  

減価償却

累計額相

当額(百

万円） 

 期末残高

相当額

（百万円)

工具器

具備品 
2 0 2

 合計 2 0 2

１年内        0百万円

１年超        1百万円

合計        2百万円

支払リース料        0百万円

減価償却費相当額        0百万円

１年内        9百万円

１年超       10百万円

 合計       20百万円



（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成18年11月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

当中間会計期間末（平成19年11月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

前事業年度（平成19年5月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

（デリバティブ取引関係） 

前中間会計期間（自 平成18年６月１日 至 平成18年11月30日）、当中間会計期間（自 平成19年６月１日

至 平成19年11月30日）及び前事業年度（自 平成18年６月１日 至 平成19年５月31日） 

当社はデリバティブ取引を全く利用していないので、該当事項はありません。 

（持分法損益等） 

  取得原価（百万円） 
中間貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

株式 26 53 27 

合計 26 53 27 

  中間貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

非上場株式 187 

  取得原価（百万円） 
中間貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

株式 26 29 3 

合計 26 29 3 

  中間貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

非上場株式 187 

  取得原価（百万円） 
貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

株式 26 54 28 

合計 26 54 28 

  貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

非上場株式 187 

前中間会計期間 
 （自 平成18年６月１日 

至 平成18年11月30日） 

当中間会計期間 
 （自 平成19年６月１日 

至 平成19年11月30日） 

前事業年度 
 （自 平成18年６月１日 

至 平成19年５月31日） 

 関連会社に対する投資の重要性が乏しいた

め、記載を省略しております。 

同左 同左 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前中間会計期間 
 （自 平成18年６月１日 

至 平成18年11月30日） 

当中間会計期間 
 （自 平成19年６月１日 

至 平成19年11月30日） 

前事業年度 
 （自 平成18年６月１日 

至 平成19年５月31日） 

１株当たり純資産額     53,960円21銭

１株当たり中間純利益

金額 
     4,801円41銭

１株当たり純資産額      58,782円86銭

１株当たり中間純利益

金額 
      2,582円62銭

１株当たり純資産額      57,763円65銭

１株当たり当期純利益

金額 
      9,600円76銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利

益金額については、潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。 

同左  なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額については、潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。 

 
前中間会計期間 

 (自 平成18年６月１日 
至 平成18年11月30日) 

当中間会計期間 
 (自 平成19年６月１日 
至 平成19年11月30日) 

前事業年度 
 (自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日) 

中間（当期）純利益（百万円） 1,154 620 2,308 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益（百万円） 1,154 620 2,308 

普通株式の期中平均株式数（株） 240,400 240,400 240,400 



（重要な後発事象） 

 前中間会計期間（自 平成18年6月1日 至 平成18年11月30日）、当中間会計期間（自 平成19年6月1日 至 平

成19年11月30日）、及び前事業年度（自 平成18年6月1日 至 平成19年5月31日） 

 該当事項はありません。 



(2）【その他】 

    平成20年1月15日開催の取締役会において、当期中間配当に関して次のとおり決議いたしました。 

（注）平成19年11月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対して支払いを行います。 

① 中間配当による配当金の総額 240百万円 

② 1株当たりの金額 1,000円 

③ 支払請求の効力発生日及び支払開始日 平成20年2月12日 



第６【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第24期）（自 平成18年６月１日 至 平成19年５月31日）平成19年８月27日関東財務局長に提出。  



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書

    平成１９年２月９日

タクトホーム株式会社    

  取締役会 御中  

  新日本監査法人  

 
指定社員
業務執行社員

  公認会計士 太田 恵子   印 

 
指定社員
業務執行社員

  公認会計士 井村 順子   印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているタク

トホーム株式会社の平成１８年６月１日から平成１９年５月３１日までの第２４期事業年度の中間会計期間（平成１８年

６月１日から平成１８年１１月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株

主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、タクトホーム株式会社の平成１８年１１月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成 

１８年６月１日から平成１８年１１月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示

しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 



独立監査人の中間監査報告書

    平成２０年２月８日

タクトホーム株式会社    

  取締役会 御中  

  新日本監査法人  

 
指定社員
業務執行社員

  公認会計士 太田 恵子   印 

 
指定社員
業務執行社員

  公認会計士 北澄 裕和   印 

 
指定社員
業務執行社員

  公認会計士 井村 順子   印 

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているタクトホーム株式会社の平成１９年６月１日から平成２０年５月３１日までの第２５期事業年度の中間会計期間

（平成１９年６月１日から平成１９年１１月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計

算書、中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、タクトホーム株式会社の平成１９年１１月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成 

１９年６月１日から平成１９年１１月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示

しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 
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